
  
 

一 

 
 

 

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
修
正
案 

 

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
修
正
す
る
。 

 

第
七
条
中
国
税
通
則
法
第
十
五
条
第
二
項
第
三
号
の
二
の
改
正
規
定
の
前
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。 

 
 

目
次
中
「
第
四
条
」
を
「
第
四
条
の
二
」
に
改
め
る
。 

 
 

第
一
条
中
「
と
と
も
に
」
の
下
に
「
、
国
税
に
関
す
る
国
民
の
権
利
利
益
の
保
護
を
図
り
つ
つ
」
を
加
え
、
「
運
営
を
図

り
」
を
「
運
営
を
確
保
し
」
に
改
め
る
。 

第
一
章
中
第
四
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

 
 

（
納
税
者
権
利
憲
章
の
作
成
及
び
公
表
） 

 

第
四
条
の
二 

国
税
庁
長
官
は
、
納
税
者
の
権
利
に
関
す
る
事
項
と
し
て
次
に
掲
げ
る
事
項
を
平
易
な
表
現
を
用
い
て
簡
潔

に
記
載
し
た
文
書
（
第
一
号
に
お
い
て
「
納
税
者
権
利
憲
章
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し
、
こ
れ
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。 

 
 

一 

納
税
者
権
利
憲
章
を
作
成
す
る
目
的
及
び
そ
の
根
拠
と
な
る
法
律
の
規
定 

 
 

二 

第
十
七
条
（
期
限
内
申
告
）
に
定
め
る
納
税
申
告
書
の
法
定
申
告
期
限
内
の
提
出
及
び
第
三
十
五
条
（
申
告
納
税
方

式
に
よ
る
国
税
等
の
納
付
）
に
定
め
る
納
期
限
内
の
納
付
並
び
に
第
十
一
条
（
災
害
等
に
よ
る
期
限
の
延
長
）
に
定
め



 

  
 

二 

る
災
害
等
に
よ
る
期
限
の
延
長 

 
 

三 

第
二
十
三
条
（
更
正
の
請
求
）
に
定
め
る
更
正
の
請
求 

 
 

四 
第
二
十
四
条
（
更
正
）
又
は
第
二
十
五
条
（
決
定
）
に
定
め
る
更
正
又
は
決
定 

 
 

五 

第
三
十
四
条
（
納
付
の
手
続
）
に
定
め
る
国
税
の
納
付
の
手
続 

 
 

六 

第
三
十
七
条
（
督
促
）
及
び
第
四
章
第
一
節
（
納
税
の
猶
予
）
に
定
め
る
督
促
及
び
納
税
の
猶
予
並
び
に
国
税
徴
収

法
に
定
め
る
滞
納
処
分
、
換
価
の
猶
予
及
び
滞
納
処
分
の
停
止 

 
 

七 

第
五
十
六
条
（
還
付
）
及
び
第
五
十
八
条
（
還
付
加
算
金
）
に
定
め
る
国
税
の
還
付
金
又
は
過
誤
納
金
の
還
付
及
び

還
付
加
算
金
の
加
算 

 
 

八 

第
六
章
第
一
節
（
延
滞
税
及
び
利
子
税
）
に
定
め
る
延
滞
税
及
び
利
子
税
の
納
付
並
び
に
納
税
の
猶
予
等
の
場
合
の

延
滞
税
の
免
除 

 
 

九 

第
六
章
第
二
節
（
加
算
税
）
に
定
め
る
加
算
税
の
賦
課
及
び
そ
の
減
免 

 
 

十 

第
七
十
条
（
国
税
の
更
正
、
決
定
等
の
期
間
制
限
）
に
定
め
る
国
税
の
更
正
決
定
等
の
期
間
制
限
並
び
に
第
七
十
二

条
（
国
税
の
徴
収
権
の
消
滅
時
効
）
及
び
第
七
十
四
条
（
還
付
金
等
の
消
滅
時
効
）
に
定
め
る
国
税
の
徴
収
権
及
び
還



  
 

三 

付
金
等
の
消
滅
時
効 

 
 

十
一 

第
七
章
の
二
（
国
税
の
調
査
）
に
定
め
る
質
問
検
査
権
、
調
査
の
事
前
通
知
、
調
査
の
終
了
通
知
及
び
身
分
証
明

書
の
携
帯 

 
 

十
二 

国
税
庁
長
官
、
国
税
局
長
若
し
く
は
税
務
署
長
又
は
税
関
長
が
国
税
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
申
請
に
よ
り
求
め

ら
れ
た
許
認
可
等
を
拒
否
す
る
処
分
又
は
不
利
益
処
分
を
す
る
場
合
の
行
政
手
続
法
（
平
成
五
年
法
律
第
八
十
八
号
）

第
八
条
（
理
由
の
提
示
）
及
び
第
十
四
条
（
不
利
益
処
分
の
理
由
の
提
示
）
の
規
定
に
基
づ
く
理
由
の
提
示 

 
 

十
三 

第
七
十
五
条
（
国
税
に
関
す
る
処
分
に
つ
い
て
の
不
服
申
立
て
）
及
び
第
百
十
四
条
（
行
政
事
件
訴
訟
法
と
の
関

係
）
に
定
め
る
国
税
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
処
分
に
関
す
る
不
服
申
立
て
及
び
訴
訟 

 
 

十
四 

税
理
士
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
三
十
七
号
）
に
定
め
る
税
理
士
（
同
法
第
四
十
八
条
の
二
（
設
立
）
に

規
定
す
る
税
理
士
法
人
を
含
む
。
）
又
は
同
法
第
五
十
一
条
第
一
項
（
税
理
士
業
務
を
行
う
弁
護
士
等
）
の
規
定
に
よ

る
通
知
を
し
た
弁
護
士
（
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
し
た
弁
護
士
法
人
又
は
弁
護
士
・
外
国
法
事
務
弁
護
士

共
同
法
人
を
含
む
。
）
が
同
法
の
規
定
に
よ
り
行
う
同
法
第
二
条
第
一
項
各
号
（
税
理
士
の
業
務
）
に
掲
げ
る
税
務
代

理
、
税
務
書
類
の
作
成
及
び
税
務
相
談 



 

  
 

四 

 
 

十
五 

納
税
者
か
ら
の
照
会
、
相
談
又
は
苦
情
へ
の
対
応
そ
の
他
納
税
者
に
よ
る
申
告
及
び
納
付
を
適
正
か
つ
円
滑
な
も

の
と
す
る
た
め
に
国
税
庁
、
国
税
局
及
び
税
務
署
の
行
う
情
報
提
供 

 
 

十
六 
国
税
庁
、
国
税
局
若
し
く
は
税
務
署
又
は
税
関
の
当
該
職
員
が
そ
の
職
務
の
遂
行
に
当
た
り
法
令
に
従
う
義
務
及

び
こ
れ
ら
の
当
該
職
員
が
職
務
上
知
り
得
た
秘
密
を
守
る
義
務 

 
 

十
七 

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
国
税
庁
が
行
う
事
務
の
実
施
基
準
そ
の
他
当
該
事
務
の
実
施
に
必
要
な
準
則
に

関
す
る
事
項
そ
の
他
国
税
に
係
る
手
続
並
び
に
納
税
者
の
権
利
及
び
義
務
に
関
す
る
事
項 

 

第
七
条
中
国
税
通
則
法
第
六
十
五
条
第
三
項
第
二
号
ロ
の
改
正
規
定
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。 

第
七
十
条
第
五
項
第
三
号
中
「
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
三
十
七
号
）
」
を
削
る
。 

第
七
条
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。 

第
七
十
四
条
の
十
四
第
一
項
中
「
（
平
成
五
年
法
律
第
八
十
八
号
）
」
を
削
る
。 

 

第
八
条
中
租
税
特
別
措
置
法
第
八
十
八
条
の
改
正
規
定
を
削
る
。 

 

第
八
条
中
租
税
特
別
措
置
法
第
八
十
八
条
の
二
第
一
項
の
改
正
規
定
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。 

 
 

第
八
十
八
条
の
八
を
削
る
。 



  
 

五 

 
 

第
八
十
九
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

第
八
十
九
条 

削
除 

 

第
十
条
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。 

 
 

第
四
十
三
条
及
び
第
四
十
四
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

第
四
十
三
条
及
び
第
四
十
四
条 

削
除 

 

第
十
二
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

第
十
二
条 

削
除 

 

本
則
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

 

（
租
税
特
別
措
置
の
適
用
状
況
の
透
明
化
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 

第
十
四
条 

租
税
特
別
措
置
の
適
用
状
況
の
透
明
化
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
二
年
法
律
第
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 
 

第
二
条
第
一
項
第
四
号
中
「
第
百
四
十
五
条
の
五
」
を
「
第
百
四
十
五
条
の
十
三
」
に
改
め
る
。 

 
 

第
五
条
第
一
項
第
二
号
中
「
い
う
。
）
」
の
下
に
「
及
び
当
該
高
額
適
用
額
に
係
る
法
人
の
名
称
」
を
加
え
る
。 



 

  
 

六 

附
則
第
一
条
第
三
号
ロ
中
「
、
第
七
十
一
条
」
を
削
り
、
同
号
ホ
中
「
、
同
法
第
六
十
六
条
の
九
の
三
第
三
項
第
一
号
」
を

「
及
び
同
法
第
六
十
六
条
の
九
の
三
第
三
項
第
一
号
」
に
改
め
、
「
及
び
同
法
第
八
十
八
条
の
改
正
規
定
」
を
削
り
、
「
、
第

四
十
九
条
及
び
第
五
十
八
条
か
ら
第
六
十
条
ま
で
」
を
「
及
び
第
四
十
九
条
」
に
改
め
、
同
号
ヘ
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

ヘ 

第
十
四
条
中
租
税
特
別
措
置
の
適
用
状
況
の
透
明
化
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
四
号
の
改
正
規
定 

附
則
第
一
条
第
六
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

六 

削
除 

附
則
第
二
十
四
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

（
納
税
者
権
利
憲
章
の
作
成
及
び
公
表
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

第
二
十
四
条
の
二 

第
七
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
国
税
通
則
法
第
四
条
の
二
に
規
定
す
る
納
税
者
権
利
憲
章
は
、
令
和
八

年
一
月
一
日
に
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

附
則
第
五
十
八
条
か
ら
第
六
十
条
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

第
五
十
八
条
か
ら
第
六
十
条
ま
で 

削
除 

 

附
則
第
六
十
二
条
か
ら
第
六
十
七
条
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



  
 

七 

第
六
十
二
条
か
ら
第
六
十
七
条
ま
で 

削
除 

 

附
則
第
六
十
九
条
か
ら
第
七
十
一
条
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

第
六
十
九
条
か
ら
第
七
十
一
条
ま
で 

削
除 

 

附
則
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。 

 

（
地
方
揮
発
油
税
の
税
率
の
特
例
の
廃
止
に
伴
う
措
置
） 

第
八
十
一
条 

政
府
は
、
地
方
揮
発
油
税
の
税
率
の
特
例
の
廃
止
に
伴
う
地
方
揮
発
油
譲
与
税
の
額
の
減
少
が
地
方
公
共
団
体

の
財
政
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
な
い
よ
う
、
当
該
額
の
減
少
に
伴
う
地
方
公
共
団
体
の
減
収
を
補
塡
す
る
た
め
に
必
要

な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
検
討
） 

第
八
十
二
条 

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
一
年
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ

い
て
必
要
な
法
制
上
の
措
置
そ
の
他
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

 

一 

金
融
所
得
課
税
に
つ
い
て
、
一
定
以
上
の
高
額
所
得
を
有
す
る
者
の
実
効
税
率
が
低
位
で
あ
る
問
題
を
解
決
す
る
た
め
、

当
面
、
分
離
課
税
の
ま
ま
累
進
性
を
有
す
る
税
率
構
造
と
す
る
こ
と
と
し
、将
来
に
お
い
て
総
合
課
税
に
移
行
す
る
こ
と
。 



 

  
 

八 

 
二 

使
用
者
が
役
員
又
は
使
用
人
に
対
し
支
給
す
る
食
事
に
つ
い
て
、
当
該
役
員
又
は
使
用
人
が
当
該
食
事
の
支
給
に
よ
り

受
け
る
経
済
的
な
利
益
が
な
く
所
得
税
が
課
さ
れ
な
い
限
度
額
を
、
一
月
当
た
り
三
千
五
百
円
か
ら
七
千
円
に
引
き
上
げ

る
こ
と
。 

 

三 

災
害
に
よ
る
担
税
力
の
喪
失
を
勘
案
し
、
被
災
者
の
負
担
軽
減
及
び
実
額
控
除
の
機
会
を
拡
大
す
る
観
点
か
ら
、
個
人

の
有
す
る
住
宅
、
家
財
等
に
つ
き
災
害
に
よ
り
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
個
人
の
所
得
か
ら
控
除
す
る
こ
と

が
で
き
る
当
該
損
失
の
金
額
の
一
定
額
を
、
独
立
し
た
所
得
控
除
の
対
象
と
す
る
制
度
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、
当
該
制

度
に
よ
る
控
除
に
つ
い
て
は
人
的
控
除
を
行
っ
た
後
に
お
い
て
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
。 

 

四 

給
与
等
の
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
所
得
税
額
及
び
法
人
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
制
度
を
廃
止
す
る
こ
と
。 

 

五 

奨
学
金
の
返
済
額
を
所
得
控
除
の
対
象
と
す
る
こ
と
そ
の
他
の
教
育
に
関
す
る
経
済
的
負
担
の
軽
減
に
関
す
る
施
策
に

充
て
る
た
め
、
法
人
課
税
に
つ
い
て
、
所
得
の
高
い
法
人
に
対
し
て
そ
の
所
得
に
見
合
う
税
負
担
を
求
め
る
こ
と
。 

 

六 

輸
出
物
品
販
売
場
に
お
け
る
輸
出
物
品
の
譲
渡
に
係
る
免
税
に
関
す
る
制
度
に
つ
い
て
、
そ
の
縮
減
そ
の
他
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
。 

 

七 

相
続
税
及
び
贈
与
税
に
つ
い
て
、
資
産
に
係
る
格
差
が
拡
大
し
、
固
定
化
し
て
い
る
現
状
に
鑑
み
、
税
率
構
造
、
非
課



  
 

九 

税
措
置
等
の
見
直
し
に
よ
り
累
進
性
を
強
化
す
る
こ
と
。 





  
 

一
一 

 
 

 

本
修
正
の
結
果
必
要
と
す
る
経
費 

 

本
修
正
に
よ
る
減
収
見
込
額
は
、
平
年
度
約
二
兆
六
十
五
億
円
で
あ
る
。 


